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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる横形ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐

震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

なお，本基本方針は横形ブロワ及びファンにも適用する（その場合は，ポンプをブロワ又は

ファンと読み替える。）。 

ただし，本基本方針が適用できない横形ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。また，横形ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

横形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横形ポンプの耐震評価フロー 

横形ポンプの機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

横形ポンプの構造強度評価 

地震時における応力 

計算モデルの設定 

設計用地震力 

5



 

 

 

2 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
1)
 R
0 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料 

の 40℃における値＊1 
MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，

以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付ボルト 

＊ 

＊ 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

  横形ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 横形ポンプは構造的に 1個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状の

ほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期

の計算は省略する。 

(2) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(3) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(4) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 転倒方向は図 4－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 設計用地震力はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

なお，横形ポンプは剛体として扱うため，設置床面の最大応答加速度の 1.2 倍の値を用

いて評価する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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図 4－1 概要図 

基  礎 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプベース 

原動機 
ポンプ 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

軸中心 

基  礎 
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4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作

用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2(1) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－1  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

(１ｉ≦２ｉ) 転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i １i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

ｈ
i 

２i １i 

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g 
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図 4－2(2) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－2  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

 

(１ｉ≦２ｉ) 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

ｈ
i 

２i １i 

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i １i 
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図 4－3(1) 計算モデル 

（軸方向転倒－1   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3(2) 計算モデル 

（軸方向転倒－2   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

(１ｉ≦２ｉ) 
１i ２i 

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

１i ２i 

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１i ２i 

転倒方向 

転倒方向 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１i ２i 
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図 4－3(3) 計算モデル 

（軸方向転倒－3  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3(4) 計算モデル 

（軸方向転倒－4  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

１i 

２i 

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ )・ｍｉ・g 

（２i＋１i )／(２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

１i 

２i 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

（２i＋１i )／(２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

転倒方向 

転倒方向 

２i－１i  

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

２i－１i  
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－2 及び図 4－3 で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト（ｉ＝1）及び計算モデル 

図 4－3 の場合のボルト（ｉ＝1～4）については，ポンプ回転によるモーメントは作用しな

い。 

引張力 

計算モデル図 4－2(1)及び 4－3(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ
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－
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 gg
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１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－
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


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 ··················  (4.3.1.1.1) 

【ＳＲＳＳ法】 
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１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.2) 

計算モデル図 4－2(2)及び 4－3(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－


 gg
 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－






gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.3) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.4) 
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計算モデル図 4－3(3)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・)Ｃ＋Ｃ＋(1・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
 gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－




gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.5) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－





gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.6) 

計算モデル図 4－3(4)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・1)Ｃ＋(Ｃ・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
－


 gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－
－






gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.7) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.8) 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ 








  ·····························  (4.3.1.1.9) 

（ N･mm/s1kW＝106 ） 

ただし，ベースが共通でポンプと原動機間に減速機がある場合，ポンプ及び減速機取付

ボルト（ｉ＝2及び 4）における（4.3.1.1.9）式中のＮはポンプ回転数とする。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次式

で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g










  ··························  (4.3.1.1.10) 
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引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ   ··········································  (4.3.1.1.11) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

  ·······································  (4.3.1.1.12) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ ｉｐｂｉ Ｈ   ···························  (4.3.1.1.13) 

せん断応力 

ｂｉｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
＝τ   ·····································  (4.3.1.1.14) 
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4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ]  ···········  (4.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

 
＊ 

＊ 

17



 

 

 

14 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
1)
 R
0 

5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基

準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用いることと

し，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

横形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2.」から「1.」とする。 
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ト
Ⅰ

 
設

計
基

準
対

象
施

設
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

【
○

○
○

○
○

ポ
ン

プ
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
. 

設
計
基
準
対
象
施
設
 

1
.1
 
設
計
条
件
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

(℃
) 

周
囲
環
境
温
度
 

(℃
) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

 
 
○
○
建
物
 

E
L 

 
 

＊
1  

―
＊

2  
―

＊
2  

Ｃ
Ｈ
＝

 
＊

3  
 

Ｃ
Ｖ
＝

 
＊
3  

Ｃ
Ｈ
＝

 
＊
4  

Ｃ
Ｖ
＝
 

＊
4  

Ｃ
ｐ
＝

 
 

 
 

  1
.2
 
機
器
要
目
 

部
材
 

ｍ
ｉ
 

(k
g)
 

ｈ
ｉ
 

(
mm
) 

１
ｉ

＊
1  

(
mm
) 

２
ｉ

＊
1  

(
mm
) 

ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ
ｉ

＊
1  

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

1）
 

 
 

 
 

 
(
M 
 
) 

 
 

 

 
 

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

2）
 

 
 

 
 

 
(
M 
 
) 

 
 

 

 
 

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

3）
 

 
 

 
 

 

(
M 
 
) 

 
 

 

 
 

 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

4）
 

 
 

 
 

 

(
M 
 
) 

 
 

 

 
 

 

 

部
材
 

Ｓ
ｙ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
ｉ
  

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ

 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

Ｍ
ｐ
 

(
N･
m
m)
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

1）
 

 
 
 
 
 
＊
2 

 

 
 
＊

2 

 
 

 
 

 
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

2）
 

 
 
 
 
 
＊
3 

 

 
 
＊

3 

 
 

 
 

 
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

3）
 

 
 
 
 
 
＊
2 

 

 
 
＊

2 

 
 

 
 

 
 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

4）
 

 
 
 
 
 
＊
2 

 

 
 
＊

2 

 

 
 

 
 

 

 
Ｈ

ｐ
 

(μ
m
) 

Ｎ
 

(
rp
m
) 

 

 
 

注
記
＊

1：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

＊
3：

設
計
用
震
度
Ⅰ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
又
は
静
的
震
度
の
い
ず
れ
か
大
き
い
方
，
若
し
く
は
こ
れ
を
上
回
る
設
計
震
度
 

＊
4：

設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
又
は
こ
れ
を
上
回
る
設
計
震
度
 

 

 

注
記
＊

1：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
軸
直
角
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，

 

下
段
は
軸
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
 

 
 
＊

2：
周
囲
環
境
温
度
で
算
出
 

 
 
＊

3：
最
高
使
用
温
度
で
算
出
 

＊ 
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1
.3
 
計
算
数
値
 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(単

位
：
N)
 

部
材
 

Ｆ
ｂ
ｉ
 

Ｑ
ｂ
ｉ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

1）
 

 
 

 
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

2）
 

 
 

 
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

3）
 

 
 

 
 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

4）
 

 
 

 
 

 1
.4
 
結
論

 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 (
単
位
：

MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

応
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

1）
 

 
引
張
り
 

σ
b
１
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 
 

＊
 

σ
b
１
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 
 

＊
 

せ
ん
断
 

τ
b
１
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 
 

τ
b
１
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

2）
 

 
引
張
り
 

σ
b
２
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 
 

＊
 

σ
b
２
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 
 

＊
 

せ
ん
断
 

τ
b
２
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 
τ

b
２
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

3）
 

 
引
張
り
 

σ
b
３
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

３
＝

 
 

＊
 

σ
b
３
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

３
＝

 
 

＊
 

せ
ん
断
 

τ
b
３
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

３
＝

 
τ

b
３
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

３
＝

 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝

4）
 

 
引
張
り
 

σ
b
４
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

４
＝

 
 

＊
 

σ
b
４
＝
 

ƒ
ｔ
ｓ

４
＝

 
 

＊
 

せ
ん
断
 

τ
b
４
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

４
＝

 
τ

b
４
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

４
＝

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注
記
＊
：
ƒ

ｔ
ｓ
ｉ
＝
Mi
n
[1
.4
・
ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
－

1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
] 

 1
.4
.
2 

動
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

  
 
(×

9.
8
m/
s
2
) 
 

 
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度

＊
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

ポ
ン
プ
 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

原
動
機
 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

注
記
＊
：
設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
定
ま
る
加
速
度
又
は
こ
れ
を
上
回
る
加
速
度
と
す
る
。
 

機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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【
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○

○
○

ポ
ン

プ
の

耐
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性
に

つ
い

て
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計
算

結
果

】
 

2
. 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

2
.1
 
設
計
条
件
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

(℃
) 

周
囲
環
境
温
度
 

(℃
) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

 
 
〇
〇
建
物
 

E
L 

 
 
 

＊
1  

―
＊

2  
―

＊
2  

―
 

―
 

Ｃ
Ｈ
＝
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添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる立形ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐

震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない立形ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

   立形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.2 固有周

期の計算」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 固有値解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

立形ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能

維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「5. 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォ

ーマット」に示す。 

立形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 立形ポンプの耐震評価フロー 

 

設計用地震力 

立形ポンプの機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

立形ポンプの構造強度評価 

地震応答解析 

26



 

 2 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
2)
 R
0 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｃ バレルケーシング又はコラムパイプの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内径 mm 

Ｄｉ ボルトのピッチ円直径＊1 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

Ｍ 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められるモーメント N･mm 

Ｍｉ 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする地震及び

水平方向のポンプ振動による転倒モーメント＊2 

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍ バレルケーシング付根部に対しては，ポンプ床下部質量 

コラムパイプ付根部に対しては，コラムパイプ総質量 

kg 

ｍｉ 運転時質量＊3 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧 MPa 

Ｑｂｉ 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニにおける地震及び水平

方向のポンプ振動によりボルトに作用するせん断力＊1 

N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓａ バレルケーシング又はコラムパイプの許容応力 MPa 

Ｓｕ，Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

ＴＨｉ 水平方向固有周期＊4 ｓ 

ＴＶｉ 鉛直方向固有周期＊4 ｓ 

ｔ バレルケーシング又はコラムパイプの厚さ mm 

Ｚ バレルケーシング又はコラムパイプの断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σ バレルケーシング又はコラムパイプの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

σｃＨ 水平方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｃｖ 鉛直方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｚＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による軸方向応力 MPa 

σθＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による周方向応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，Ｄｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下の

とおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプ取付ボルト（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボルト

（下），ｉ＝3：ポンプ取付ボルト（上）とし，ｉ＝3 をｉ＝4，ｉ＝4 をｉ＝5 と

する。 

＊2：Ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：イ 

ｉ＝2：ロ 

ｉ＝3：ハ 

ｉ＝4：ニ 

＊3：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機台取付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプ取付面（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付面（下），

ｉ＝3：ポンプ取付面（上）とし，ｉ＝3をｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とする。 

＊4：ＴＨｉ，ＴＶｉの添字ｉの意味は，固有周期の次数を示す。 

＊ 

29



 

 5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
2)
 R
0 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

  立形ポンプの耐震評価は「4.1 固有値解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる基礎ボルト，取付ボルト並びにバレルケーシング及びコラムパイプについて

評価を実施する。また，海水ポンプのように，コラムパイプ端部をサポートで水平方向の支持を

する場合には，サポート取付用基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有値解析及び構造強度評価 

4.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

立形ポンプの固有値解析及び構造評価に用いる解析モデルの作成条件を以下に示す。 

(1) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(2) ポンプは原動機も含めて多質点モデルにてモデル化し，軸とケーシングとを分け軸受部を

ばねで接続した複列式多質点モデルとする。 

(3) モデル化に際しては，原動機，ポンプ及び内容物の質量は各質点に集中するものとする。 

(4) 下部サポートは鉛直方向にスライドできるものとし，水平方向の地震力を受けるものとす

る。 

(5) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(7) 固有値解析及び地震応答解析に用いる解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ピットバレル形立形ポンプ】       【ターボ形立形ポンプ（海水ポンプ）】 

図 4－1 概要図 

原動機 

ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
下部サポート 

基礎 

原動機取付ボルト 

 
ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

中間支持台 

（下部サポート） 

コラムパイプ 

基礎 

基礎 

基礎ボルト 

原動機 
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4.2 固有周期の計算 

立形ポンプの固有周期について，「4.1 固有値解析及び構造強度評価方法」に基づき作成

した解析モデルにより計算する。 

 

4.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 応力の計算方法 

4.4.1.1 ボルトの計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 計算モデル 

 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト＊ 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト＊ 

ｉ＝4：原動機取付ボルト＊ 

Ｄ i 

転倒支点 

転倒支点から最 

も離れたボルト 

ポンプ中心 

イ 
ロ 

ハ 

ニ 

軸 

軸受

け 

バレルケーシング 

コラムパイプ 

注記＊：ポンプ取付ボルト（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取

付ボルト（下），ｉ＝3：ポンプ取付ボルト（上）とし，ｉ＝3を

ｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とする。 
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ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用

するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

なお，転倒モーメント並びにせん断力は，水平方向には設計震度とポンプ振動によ

る震度の合計を考慮し，鉛直方向には設計震度と自重を考慮した地震応答解析により

算出する。 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

引張力 

ｉｆｉ

ｉ
ｉｖｐｉ

ｂｉ

・Ｄ・ｎ
8

3
2

Ｄ
 ・・)・ｍ－Ｃ－（1－ＣＭ

＝Ｆ

 

g

  ·············  (4.4.1.1.1) 

ここで，Ｍｉは地震応答解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g










  ···························  (4.4.1.1.2) 

 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ   ···········································  (4.4.1.1.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

  ········································  (4.4.1.1.4) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基礎

ボルト（ｉ＝1）については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂｉ及びポンプ回転により作用するモーメ

ントＭｐを考慮して求める。 
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せん断応力 

ｉｂｉ

ｉｐｉｂ
ｉｂ

Ａ・ｎ

／Ｄ・Ｍ ＋2Ｑ
＝τ   ·····························  (4.4.1.1.5) 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ 








  ·····························  (4.4.1.1.6) 

N･mm/s）（1kW＝106  

 

4.4.1.2 バレルケーシング及びコラムパイプの計算方法 

バレルケーシング及びコラムパイプの応力は次式により求める。 

(1) 水平方向地震力による応力 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた各部に働くモーメントにより，曲

げ応力は以下のようになる。 

Ｚ

Ｍ
＝Ｈｃσ   ··············································  (4.4.1.2.1) 

(2) 鉛直方向地震による応力 

c

pｖ
ｖc

Ａ

）・ｍ・＋Ｃ（1＋Ｃ
＝σ

g
  ···························  (4.4.1.2.2) 

(3) 内圧による応力 

ｔ2・

Ｄ・Ｐ
＝

cc
θＰσ   ·········································  (4.4.1.2.3) 

4・ｔ

Ｄ・Ｐ
＝

cc
ｚＰσ  ·········································  (4.4.1.2.4) 

以上の(1)～(3)の各応力から，一次一般膜応力は 

）（＝Max θＰＰＨ σ，σ＋σ＋σσ ｚcvc   ····················  (4.4.1.2.5) 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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4.5 応力の評価 

4.5.1 ボルトの応力評価 

4.4.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ]  ·················  (4.5.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 
＊ 

＊ 
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4.5.2 バレルケーシング及びコラムパイプの応力評価 

4.4.1.2 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。ただし，

Ｓａは下表による。 

 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強

さＳｕの 0.6 倍のいずれか小

さい方の値。ただし，オース

テナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの 1.2 倍の方が

大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機能維

持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。なお，水平方向の機能維

持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度又は設置床の最大応答

加速度のいずれか大きい方とする。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用いることとし，

個別計算書にその旨を記載する。 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

立形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を

「2.」から「1.」とする。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    

41



 

 
17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
2)
 R
0 

(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm) 

31 33 (N･mm/rad) 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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記
＊
：
設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
定
ま
る
加
速
度
又
は
こ
れ
を
上
回
る
加
速
度
と
す
る
。
な
お
，
水
平
方
向
の
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
は
コ
ラ
ム
先
端
（
原
動
機
に
あ
っ
て
は
軸
受
部
）
の
応
答
加
速
度
 

又
は
設
置
床
の
最
大
応
答
加
速
度
の
い
ず
れ
か
大
き
い
方
と
す
る
。
 

機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N･mm/rad)  
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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コ
ラ
ム
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イ
プ
 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
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添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の 

耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

るスカート支持たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）

が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものであ

る。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できないスカート支持たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算

書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

スカート支持たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所におい

て，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

 

計算モデルの設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

スカート支持たて置円筒形容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm2 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm4 

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 ― 

 

＊  
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記号 記号の説明 単位 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 ― 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１，２ 
基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 
mm 

ｒ 容器の重心から上端支持部までの距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ１ スカートの上端部に作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ２ スカートの下端部に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 重心に作用する任意の水平力 N 

Ｑ′ Ｑにより上端の支持部に作用する反力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 ― 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

δ 荷重Ｑによる容器の上端での変位量 mm 

δ′ 荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 mm 

δ０ 荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 mm 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 
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記号 記号の説明 単位 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－6） kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 
地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 
MPa 

σ２ｔ 
地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 
MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 

水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる 

軸方向応力 
MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる胴，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

スカート支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の

基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損

の影響を考慮する。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固

定上端支持の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 
g ＣＨ・ｍ０・  



ｓ ｓ



ｒg ＣＨ・ｍ０・  

g ｍ０・  g ｍ０・  （1＋Ｃｖ） （1＋Ｃｖ） 

 

下端固定の場合         下端固定上端支持の場合 

 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋ 






 





ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋


   ····························  (4.1.1) 
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ここで，スカートの開口部（図4－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカートの断面

性能は次のように求める。 

胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
   ·····································  (4.1.2) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π    ·······························  (4.1.3) 

スカートの断面性能は次式で求める。 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
4

1
 －・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8
＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

 2  3 π
 

 ··························  (4.1.4) 

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは次式で求める。 

（図 4－2及び図 4－3参照） 










ｓｓ
ｓｓ

＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ

ｊ
ｊ１

ｊ＝

－１Σ
1

   ·······················  (4.1.5) 

ｓｓｓｓｅ )－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ・{ 
3

2
＝Ａ π    ······················  (4.1.6) 

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π    ··········································  (4.1.7) 

 

 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

 

図4－2 スカート開口部の形状 

 

ｔｓ

Ｄｓ Ｙ  

図4－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，

図4－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとし

て求める。 

 

 

図4－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

 

図4－4の(1)の場合 

ｓｓ・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
)＋＋3・・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝ ｒ

2 

δ 


 

)}＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・ ・{ ｒｓｓｒｓｓ
 2  3   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋


   ·································  (4.1.8) 

図4－4の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

3 

δ


 

}＋)・＋3・( ＋・)＋3・( ・{  3  2  2 
ｓｓｒｓｒ   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

・Ｑ′
＋

Ｇ・Ａ

)＋・(Ｑ′
＋


   ····························  (4.1.9) 

（4.1.8）式と（4.1.9）式を等しく置くことにより， 

ｓｓ

ｓｓｓ

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

＋)・＋3・( ＋・)＋3・(
　　　　

＋ 
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
 ／ 

・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋　　　

・Ｉ6・Ｅ

)＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・
 ＋　　　

6・Ｅ・Ｉ

)＋3・2・ ・(
 Ｑ′＝Ｑ・

3  2  2 

3 

 2 3 

2

ｒｒ

ｒ

ｒｒ

ｒ





















 





ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ

＋
＋


   ···························  (4.1.10) 

Ｑ 
Ｑ 

δ′ δ 

 r 



 s

 r 



 s

 r 



 s

δ０ 

(1) (2) (3) 

Ｑ′ Ｑ′ 
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したがって，図4－4の(3)に示す重心位置での変位量δ０は図4－4の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合わせから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 



































ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓ

o

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋          

6・Ｅ・Ｉ

・＋3・2・
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
 － 

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
－1＋         

・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000

Ｑ
＝Ｋ

 2  2  3  2 

 2  3 

3 2 2 3 

Ｈ

δ







 

 ·························  (4.1.11) 

固有周期は（4.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。 










ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ

   ·····························  (4.1.12) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ    ·······································  (4.1.13) 

  ｓｓｓｓ ・ｔ)－Ｙｔ＋・(Ｄ＝Ａ π    ······························  (4.1.14) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2   ···········································  (4.1.15) 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

 

 

基礎ボルト 

ベースプレート 

開 口 部 

スカート 

基礎ボルト 

ベースプレート 
胴板 

基礎 

 
 

図5－1 概要図 

 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は絶

対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｉ
φ

ρ
σ １

g 
   ·····························  (5.3.1.1.1) 

2・ｔ

Ｃ・Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｖｉ
φ

ρ
σ

g 
２    ·······················  (5.3.1.1.2) 

σｘ１＝0   ···········································  (5.3.1.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ    ·······················  (5.3.1.1.4) 

σφ２＝0   ···········································  (5.3.1.1.5) 

4・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ    ·······················  (5.3.1.1.6) 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力

が，下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ

０
２

g
   ··························  (5.3.1.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ

０
５

g
   ························  (5.3.1.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
   ··························  (5.3.1.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
   ·························  (5.3.1.1.10) 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受け

る。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求

める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝

 2 

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π
σ

g
   ·····················  (5.3.1.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝

ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
   ··························  (5.3.1.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

 )＋・( 
Ｑ

Ｑ′
－ ・・・ｍ4・Ｃ

＝
 2 

０

４

ｉ

ｒＨ

ｘ
π

σ

g
   ·····  (5.3.1.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

) 
Ｑ

Ｑ′
(1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
   ·················  (5.3.1.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２   ····························  (5.3.1.1.15) 

  2  2 
０ τ)－σ(σσσσ 4・ ＋＋＋・

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ

 

 ·························  (5.3.1.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５   ············  (5.3.1.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 
 2 

５
 2 

４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋＋＝    ·······  (5.3.1.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σφ＝－σφ１－σφ２   ··························  (5.3.1.1.19) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 







  2 2 

０ τσσσσ σ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 
2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ  

 ·····················  (5.3.1.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６   ··········  (5.3.1.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 

 2 
６

 2 
４３１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋－＝   ·······  (5.3.1.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法 

それぞれに対して， 

）｝），組合せ圧縮応力（応力（＝Max｛組合せ引張 ｃｔ ０００ σσσ  

 ·····················  (5.3.1.1.23) 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

σ２φ＝σφ２   ······························  (5.3.1.1.24) 

　4・τ ＋)－σ(σ ＋＋σ＝σσ 2  2 
２２２２２ ｘｔφｘｔφｔ  

 ·····················  (5.3.1.1.25)
 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｔ＝σｘ４＋σｘ５   ·························  (5.3.1.1.26) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
５

2
４２ ｘｘｔｘ σσσ ＋＝       ······················  (5.3.1.1.27) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σ２φ＝－σφ２   ································  (5.3.1.1.28) 

　4・ ＋)－( ＋＋＝ 2  2 
２２２２２ τσσσσσ ｘｃφｘｃφｃ  

 ·····················  (5.3.1.1.29) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｃ＝σｘ４＋σｘ６   ·························  (5.3.1.1.30) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
６

2
４２ ｘｘｃｘ σσσ ＋＝       ··················  (5.3.1.1.31) 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大値

は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max { 組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）} 

 ·····················  (5.3.1.1.32) 

とする。 
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5.3.1.2 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・ｍ
＝

π
σ

０
１

g
  ··················  (5.3.1.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・Ｃ・ｍ
＝

π
σ

０
３

g
  ····················  (5.3.1.2.2) 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向応

力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 









2

Ｙ
)－＋ｔ ・(Ｄ 

4
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

 

 ·············································  (5.3.1.2.3) 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・・ｍ2・Ｃ
＝

π
τ

０Ｈ g

   ················  (5.3.1.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ······················  (5.3.1.2.5) 

b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は(5.3.1.2.3)式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ１又は

Ｍｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

)＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ・・・ｍ＝ＣＭ ｒＨｓ ０１ g

 

 ·············································  (5.3.1.2.6) 

)＋＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ＋ ・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓＨｓ ０２ g

 

 ·············································  (5.3.1.2.7) 

ｓｓｓ

Ｈ

ｓ
｝・ｔ )－Ｙ＋ｔ・（Ｄ ｛

)
Ｑ

Ｑ′
 (1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
π

τ
０ g

   ·············  (5.3.1.2.8) 
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(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝    ··········  (5.3.1.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ······  (5.3.1.2.10) 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，（5.3.1.2.5）式を，下端

固定上端支持の場合は（5.3.1.2.6）式又は（5.3.1.2.7）式のいずれか大きい方を用

いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める（図 5－2参

照）。 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求

める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   ·································  (5.3.1.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）  ····························  (5.3.1.3.2) 

 

 

 
 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

 ２ 

 

ｚ・Ｄｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 

(1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ２ ｔ１ 
Ｆｔ 

α 

 １ 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 









αααπ

αααπααπ

＋sin)・cos－(

・cos・sin 
2

3
)＋－・( 

2

1
＋)・cos－(

 ・ 
2

1
ｅ＝

2

 










ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
－・ 

2

1

＋

2

  ········  (5.3.1.3.3) 



















ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
ｚ＝

2

 

 ··························  (5.3.1.3.4) 

α

 ααα

＋cos 1

＋sin・cos)(π－  2・
＝Ｃ

}{
ｔ    ··············  (5.3.1.3.5) 

α
ααα

cos－1

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ    ·····················  (5.3.1.3.6) 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

・Ｄｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（1－ＣＭ
＝Ｆ

０ g
   ·········  (5.3.1.3.7) 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g   ····················  (5.3.1.3.8) 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・ｍ
ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

＋
 

 ··························  (5.3.1.3.9) 

g
g

・・ｍ)
ｅ

ｚ
－(1＋

ｅ・Ｄ

)ｅ)・Ｄ－(ｚ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

・＋
 

 ·························  (5.3.1.3.10) 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.3.3）式及び（5.3.1.3.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75

及びｚ＝0.25を（5.3.1.3.7）式又は（5.3.1.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値に

よって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ    ····························  (5.3.1.3.11) 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ·················  (5.3.1.3.12) 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１    ···································  (5.3.1.3.13) 

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ····················  (5.3.1.3.14) 

Ａｂ＝
π

4・ｄ２  ····································  (5.3.1.3.15) 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この場

合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・ｍ・Ｃ
＝

０
τ

g
   ······························  (5.3.1.3.16) 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ

Ｈ

ｂ
ｎ・Ａ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・ｍ・Ｃ

＝

０

τ
 g

   ····················  (5.3.1.3.17) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

 

 

 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケル合

金にあっては許容引張応力Ｓの

1.2倍の方が大きい場合は，この

大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

5.4.2 スカートの応力評価 

(1) 5.3.1.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

 

許容引張応力 

ƒｔ 

 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ
 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ
 

＊  
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(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

 
1≦

・
＋

＋・

ｂ

ｓ

ｃ

ｓｓ ２３１ σησση
 f f

   ··························  (5.4.2.1) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝c f    ·················································  (5.4.2.2) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １φｃ

g

g
 f 













Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g
 

 ····························  (5.4.2.3) 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝  １ f    ·································  (5.4.2.4) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１   ·······  (5.4.2.5) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｂ f    ··················································  (5.4.2.6) 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂ

g

g
         f 













Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
    

 ····························  (5.4.2.7) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ  ２ f   ··································  (5.4.2.8) 
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ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２    ······  (5.4.2.9) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝１   ·················································  (5.4.2.10) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
   ···············  (5.4.2.11) 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5   ················································  (5.4.2.12) 
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·····················  (5.4.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ

 
・1.5 

2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 

 

＊  

＊  
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6. 耐震計算書のフォーマット 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番

を「2.」から「1.」とする。 
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添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての 

計算書作成の基本方針 
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1 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる横置一胴円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない横置一胴円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその

耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横置一胴円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

耐震計算書のフォーマット」に示す。 

横置一胴円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横置一胴円筒形容器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

計算モデル設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

横置一胴円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の横方向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の長手方向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

ｄ３ 第1脚底板端面から基礎ボルト（内側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

ｊ２ 第1脚より第2脚と反対の方向に作用する荷重の数（第1脚上の荷

重は含まない。） 

― 

ｊ３ 第2脚より第1脚と反対の方向に作用する荷重の数（第2脚上の荷

重は含まない。） 

― 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

Ｋｃｊ，Ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 

― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付根部に作用する反力 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 
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記号 記号の説明 単位 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付根部における胴の平均半径 mm 

ｒｏ 第1脚付根部における胴の外半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ ― 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ ― 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 Rad 

π 円周率 ― 

ρ 液体の密度（＝比重×10-6） kg/mm3 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 

MPa 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 

MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

 

´ 
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記号 記号の説明 単位 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応

力 

MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付根部に生じる軸

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付根部に生じる周

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じ

る周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付根部に生じるせん断応力 MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

長

さ 
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3. 評価部位 

  横置一胴円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトが，脚の変形方向に

直角な方向より見て脚1個につき1列の場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は，固定とする。 

e. 第2脚は長手方向にスライドできるものとし，その方向の力はすべて第1脚で受けるも

のとする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 荷重状態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント 

 

３ 

２ 

１ 

４ 

５ 

６ 

７ 

ｊ１ 

 

０ 

第 1 脚 第 2 脚 

ｍ７･g ｍ５･g 

ｍ６･g ｍ１･g 

ｍ２･g 

ｍ３･g ｍ４･g 

Ｒ２ Ｒ１ 

ｍｓ２･g ｍｓ１･g 

Ｍ２ 

第 1 脚 第 2 脚 

Ｍ１ 

ｍj１･g 
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

根部のモーメント及び鉛直荷重            胴の第1脚付根部の 

モーメント 

 

本容器は，前記の条件より図4－5，図4－6及び図4－7のような1質点系振動モデルとし

て考える。 

 

 

ｈ１ ｈ２ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｃ 

第 1 脚 

ｈ１ Ｋ 

下端固定 
の場合 

ｍ０ 

ｈ１ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｖ 

 

図 4－5 長手方向の固有周期  図 4－6 横方向の固有周期  図 4－7 鉛直方向の固有周

期 

計算モデル          計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 


1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g   ······································ （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 


1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g   ·········································· （4.1.2）
 


1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g
 
 ············································· （4.1.3） 

Ｐ 

Ｍ 

第 1 脚 第 2脚 

ＣＨ･(ｍ０－ｍｓ１)･g 

Ｍｃ ｈ１ 

ＣＨ ･Ｒ１ 

ro 
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(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
 ································ （4.1.4）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
················································ （4.1.5）

 

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

  ····························· （4.1.6）
 

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

　・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 
 ········································ （4.1.7） 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  ················································· （4.1.8）

 

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g

   ········································· （4.1.9）
 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方

向地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚についての評価を計算書に記

載する。 

 

   

 

当 板 胴 板 

第 1脚 

第 2脚 基礎ボルト 

基 礎 
 

図5－1 概要図 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント 

図4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

図4－2において脚付根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は次式で求める。 


2j

1=i
ｉｉ１ ・・ｍ＝Ｍ g

 
 ·································· （5.3.1.1.1）

 


1

131

０２

j

+-j=ji
ｉ－ｉ  ・・ｍ＝Ｍ g

  ··························· （5.3.1.1.2） 

 

 

 

 

 

長手方向 横方向 
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(2) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１φ

・
＝

H´ g

 
 ··································· （5.3.1.1.3） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

 ｖｉ
２φ

Ｃ・・
＝

H´ g

 
 ···························· （5.3.1.1.4） 

4・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１ｘ

・
＝

H´ g

  ·································· （5.3.1.1.5） 

内圧による場合 

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ

 
 ····························· （5.3.1.1.6） 

０＝２φσ   ··············································· （5.3.1.1.7） 

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ

  ······························ （5.3.1.1.8） 

 

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じる応力は次のように求

める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するも

のではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴の局

部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とすると長手 

方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図5－2に2・θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

Ｚ

Ｍ
＝

１
２ｘσ

 
 ············································ （5.3.1.1.9）

 

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ｖｘ Ｃ・
Ｚ

Ｍ１
６σ    ······································· （5.3.1.1.10） 
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ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ

 
 ······································· （5.3.1.1.11）

 









osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2
 2

ｅｍ

 
 ······ （5.3.1.1.12）

 

 

有効範囲w
2

w
2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

 
 

図 5－2 脚付根部の有効範囲 

 

胴の脚付根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲   
＊1

ｗ
6

θ
 ≧θ

０ 

 
 ·························· （5.3.1.1.13）

 

長手方向範囲  

2＊ 
ｉ

ｗ ・ｔ 
2

＋ｔＤ
　1.56・≧ 








 
 ········· （5.3.1.1.14） 

である場合，脚付根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの合

計とする。また，当板が上記の範囲を満たさない場合，ｔｅは胴板の厚さとする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

＊1 

＊2 
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(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

胴の脚付根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の第1脚付

根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ   ·············································· （5.3.1.1.15） 

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe   ········································ （5.3.1.1.16） 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図5－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ  ·········································· （5.3.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１  ········································· （5.3.1.1.18） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２  ········································· （5.3.1.1.19） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ







  ········· （5.3.1.1.20） 

ただし， 0.5≦β   

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ







  ········· （5.3.1.1.21） 

ただし， 0.5≦β   

Ｐ 

Ｍ 

Ｍ c 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ１ 

ｔ e ｒｍ 
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シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························ （5.3.1.1.22） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························ （5.3.1.1.23） 

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （5.3.1.1.24） 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （5.3.1.1.25） 

二次応力 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ   ····························· （5.3.1.1.26） 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ   ····························· （5.3.1.1.27） 

 

(5) 長手方向地震による脚付根部の応力 

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形し，脚

付根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は次式で求める。 

１１０ ・ｈ)・－ｍ・(ｍ・Ｃ
2

1
＝Ｍ ｓＨ g   ···················· （5.3.1.1.28） 

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

 ・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ


 g   ·············· （5.3.1.1.29） 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値 （ 以 下 ＊ を 付 記 す る も の ） を 求 め る こ と に よ り （ 5.3.1.1.31 ）式～

（5.3.1.1.38）式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラメータβは(4)

と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 

 3 2 
２１・βββ＝   ······································ （5.3.1.1.30） 

ただし， 0.5≦β  
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曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ 




  
















  ····· （5.3.1.1.31） 

２
 2 2

４１１ ・Ｃ 
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ 





















  

 ···························· （5.3.1.1.32） 

二次応力 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （5.3.1.1.33） 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （5.3.1.1.34） 

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （5.3.1.1.35） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （5.3.1.1.36） 

二次応力 

















2 

４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ··························· （5.3.1.1.37） 

















2 

４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ··························· （5.3.1.1.38） 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

ｉ

ｓ
ｘ

π
σ

１０
１３４

Ｈ g
 ························ （5.3.1.1.39） 

したがって，曲げモーメントＭ，鉛直荷重Ｐ及び水平方向荷重により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.40） 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝   ···················· （5.3.1.1.41） 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.42） 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.43） 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付根部に生じるせん断応力は次式で求

める。 

・ｔ4・Ｃ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

２

１０ ｓＨ
τ

g
   ···························· （5.3.1.1.44） 
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(6) 横方向地震による脚付根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

横方向地震が作用した場合，第1脚の付根部に生じる曲げモーメントＭｃは次式で

求める。 

ｏｃ ・ｒ・Ｒ＝ＣＭ １Ｈ   ·································· （5.3.1.1.45） 

ｅ
ｉ

ｏ ＋ｔ
2

Ｄ
＝ｒ   ······································· （5.3.1.1.46） 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.48）式～（5.3.1.1.51）式で

求める。 

ここで，シェルパラメータγは(4)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・βββ＝  ········································ （5.3.1.1.47） 

ただし， 0.5≦β   

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  

 ···························· （5.3.1.1.48） 

２
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  

 ···························· （5.3.1.1.49） 

二次応力 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ   ········· （5.3.1.1.50） 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

  ········· （5.3.1.1.51） 

また，横方向地震が作用した場合，第1脚付根部に生じるせん断応力は次式で求め

る。 

・ｔ4・Ｃ

・ＲＣ
＝

１

１Ｈ
ｃτ   ····································· （5.3.1.1.52） 
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(7) 組合せ応力 

(2)～(6)によって求めた第1脚付根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わせ

る。 

a. 一次一般膜応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

σ０＝Max｛周方向応力(σ０φ)，軸方向応力(σ０ｘ)｝  

 ···························· （5.3.1.1.53） 

ここで， 

σ０φ＝σφ１＋σφ２  ································ （5.3.1.1.54） 

【絶対値和】 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６＋σｘ４１３  ················ （5.3.1.1.55） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４１３

2
６２１０ ｘｘｘｘｘ σσσσσ ＋＋＋＝   ············· （5.3.1.1.56） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

σ０ｃ＝Max｛周方向応力(σ０ｃφ)，軸方向応力(σ０ｃｘ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.57） 

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  ······························· （5.3.1.1.58） 

【絶対値和】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  ························ （5.3.1.1.59） 

【ＳＲＳＳ法】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  ························ （5.3.1.1.60） 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，

それぞれに対して， 

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.61） 

とする。 
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b. 一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 









      22
１１１１１ 4・τ＋)－()＋＋(・

2

1
＝ ｘｘφ σσσσσ φ   

 ···························· （5.3.1.1.62） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１φ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４１＋σφ７１  ········· （5.3.1.1.63） 

σ１ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４１＋σｘ６＋σｘ７１  

 ···························· （5.3.1.1.64） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ    ····· （5.3.1.1.65） 

   2
７１６

2
４１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘ σσσσσσσ    

 ···························· （5.3.1.1.66） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 







 2 2 

１１１１１ ｃｃｘｃφｃｘｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋ )－( )＋＋( ・
2

1
＝  

 ···························· （5.3.1.1.67） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５１＋σφ７１  ········ （5.3.1.1.68） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５１＋σｘ６＋σｘ７１ 

  ············ （5.3.1.1.69） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝    ····· （5.3.1.1.70） 

   2
７１６

2
５１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘｃ σσσσσσσ  

 ···························· （5.3.1.1.71） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞ

れに対して， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.72） 

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝( ｘφxφ    

 ···························· （5.3.1.1.73） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７１７２４１４２２ φφφφφφ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······· （5.3.1.1.74） 

７２７１６４２４１２ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······· （5.3.1.1.75） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ   

 ······························ （5.3.1.1.76） 
     2

７２７１６
2

４２４１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ   

 ···························· （5.3.1.1.77） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ ｃｃｘｃφｃxｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝(  

 ···························· （5.3.1.1.78） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７７１５２５１２２ φφφφφφｃ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······ （5.3.1.1.79） 

２７１７６５２５１２ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······ （5.3.1.1.80） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
５２５１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφｃφ σσσσσσ   

 ·········· （5.3.1.1.81） 
     2

７２７１６
2

５２５１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ   

 ·········· （5.3.1.1.82） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.83） 

とする。 
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5.3.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(1) 運転時荷重による応力 

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g   ·································· （5.3.1.2.1） 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g
  ····························· （5.3.1.2.2） 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｙ
ｓ

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝

１
２σ


  ····································· （5.3.1.2.3） 

ここで， 

１０１ ・ｈ・・ｍＣ・
2

1
＝Ｍ Ｈ g    ···························· （5.3.1.2.4） 

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g
  ··································· （5.3.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は次式で求める。 

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g
  ······················ （5.3.1.2.6） 

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g
  ···························· （5.3.1.2.7） 

(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

２
 2 

４２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ············ （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.3.1.2.9） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

３
 2 

４３１ ｓｓｓｓｓｃ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.3.1.2.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ········· （5.3.1.2.11） 

したがって，脚に生じる最大応力は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ····························· （5.3.1.2.12） 

とする。 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。 

１Ｍ＝Ｍ   ············································ （5.3.1.3.1） 

鉛直荷重は 

【絶対値和】 

）－Ｐ・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１ ｓｖｓ g   ··············· （5.3.1.3.2） 

【ＳＲＳＳ法】 

  22
１１１１ Ｐ＋）・＋ｍＣｖ・(Ｒ－・ｍ＋Ｒ＝Ｐ ｓｓｓ gg  

 ······························ （5.3.1.3.3） 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓｅ＝Ｍ／Ｐ   ········································· （5.3.1.3.4） 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
  ·········································· （5.3.1.3.5） 

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 

Ｍ 

Ａ 

Ｆｂ 

 

ｂ 

Ｘｎ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ 

 

Ｐｓ 

 

ｂ 

Ｘｎ 

Ｍ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ 

 

Ｐｓ 

 

ａ ａ 
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このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合い，

基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ  

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１
  ············· （5.3.1.3.6） 

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

  ····························· （5.3.1.3.7） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ   ····································· （5.3.1.3.8） 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4・ｄ２ 
 ········································ （5.3.1.3.9） 

b. せん断応力 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍＣ
＝

０
１

Ｈ
τ

g
  ································ （5.3.1.3.10） 

 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は， 

Ｒ１をＲ２に置き換える。 

a. 引張応力 

(a) 長手方向から見て図5－6のように応力を

2列の基礎ボルトで受ける場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚

底面に作用するモーメントは 

２１１１ )・ｈ・＋ｍ・(Ｒ＝ＣＭ ｓｃ Ｈ g   

 ·············· （5.3.1.3.11） 

鉛直荷重は 

)・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１１ ｓｖｓ g

  ·············· （5.3.1.3.12） 

で求める。 
図 5－6 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 3） 

Ｘｎ 

ｄ２ 

ｄ３ 

Ｐｓ１ 
Ｐｓ１ 

ｅ 

Ｍｃ１ 

ａ 

ｂ 
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(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを 

 ・ 
ａ

・ｎ6・ｓ・Ａ
 －)・Ｘ

2

ｂ
＋3・(ｅ－Ｘ

２ 2 3 ｂ
ｎｎ  

0 ＝ )－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ 
2

ｂ
 ＋(ｅ＋)－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ

2

ｂ
(ｅ＋ ３３２２ ｎｎ









 

 ····················· （5.3.1.3.13） 

ただし 

１１ ｓｃ ／Ｐｅ＝Ｍ  ······································ （5.3.1.3.14） 

より求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
－)＋(ｂ－ｄ－ｄ)・(ｂ－Ｘ

3

Ｘ
－(ｂ－ｄ

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
＋

2

ｂ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ

３３２２

２１

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｓ

ｂ  

  ······························· （5.3.1.3.15） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

２

２σ   ···································· （5.3.1.3.16） 

(b) 長手方向から見て応力を1列の基礎ボルトで受ける場合 

(1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１を

ｄ２，ａをｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力を

σｂ２とする。 

b. せん断応力 

ｂ

ｓ
ｂ

ｎ・Ａ

)・＋ｍ・(ＲＣ
＝

１１
２

Ｈ
τ

g
  ························ （5.3.1.3.17） 

 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ···························· （5.3.1.3.18） 

b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ···························· （5.3.1.3.19） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては許容引張応力Ｓ

の1.2倍の方が大きい場合は，こ

の大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次 

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏

点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

 

5.4.2 脚の応力評価 

5.3.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 
 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
・1.5 

1.5

Ｆ
 ・1.5 

1.5

Ｆ
 

 

＊  
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ······················· （5.4.3.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ ・1.5 
2

Ｆ  
 ・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

＊  

＊  
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6. 耐震計算書のフォーマット 

横置一胴円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2.」から「1.」とする。 

 

7. 引用文献 

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle Supports，

Welding Research Supplement，Sep. 1951. 

(2) Wichman， K.R. et al.:Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due  

to External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of WRC 

bulletin 107 / August 1965. 

(3) 日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の横置圧力容器」 
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添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての 

計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる平底たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にそ

の耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

計算モデル設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

平底たて置円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm  

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 ― 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

＊  
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 ― 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－6） kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

  

138



 

 
5 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-1
-
1
4
(
5
)
 R
0 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

  

長

さ 
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3. 評価部位 

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考

える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 
 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ



 

 ········································ （4.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

 Ｉ＝ 3 
ｉ

π

 
 ········································· （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π

 
 ····································· （4.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ··············································· （4.1.4） 
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(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ



 

 ···················································· （4.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  
 ·········································· （4.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ··············································· （4.1.7） 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～d.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

 

図5－1 概要図 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

  

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は，

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ g

 
 ······························ （5.3.1.1.1）

 

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ g

 
 ························· （5.3.1.1.2）

 

＝0１ｘσ  
 ··············································· （5.3.1.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向

地震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

 

 ······························· （5.3.1.1.4）
 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g
 

 ······························· （5.3.1.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメント

を受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次の

ように求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

 
 ···························· （5.3.1.1.6）

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π
０ g

 
 ································· （5.3.1.1.7）

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝   ································ （5.3.1.1.8） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

 ································ （5.3.1.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝   ················ （5.3.1.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝    ··········· （5.3.1.1.11） 
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(b) 組合せ圧縮応力 

２１ φφφ σσσ －＝－   ····························· （5.3.1.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

 ······················· （5.3.1.1.13）
 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－   ·············· （5.3.1.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ·············· （5.3.1.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法

それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

 ······················· （5.3.1.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２２ φφ σσ ＝   ······································ （5.3.1.1.17） 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｔφｘｔφｔ  

 ······················· （5.3.1.1.18） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.19） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝   ·························· （5.3.1.1.20） 

(b) 組合せ圧縮応力 

２２ φφ σσ ＝－   ···································· （5.3.1.1.21） 
2  2 

２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｃφｘｃφｃ  

 ······················· （5.3.1.1.22） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.23） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝   ·························· （5.3.1.1.24） 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大

値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）｝ 

 ······················· （5.3.1.1.25） 

とする。  
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷

重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める（図5－2参

照）。 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求

める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝

 

 ····································· （5.3.1.2.1）

 

１ ２

ｔ２ 
ｔ１ 

α 

Ｆ  c Ｆ  t 

ｅ･Ｄｃ 

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ 

(1－ｋ)･Ｄｃ 

ｓ･σｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos－１α  ································ （5.3.1.2.2） 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2









 








 

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

 ········ （5.3.1.2.3）

 

















ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 
 ························ （5.3.1.2.4） 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ·················· （5.3.1.2.5） 

α

ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ   ························· （5.3.1.2.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖ
ｔ

Ｄ・ｅ

Ｄ・・(1－ＣＭｓ－
＝Ｆ

・ｚ・ｍ) ０ g 
 

 ························ （5.3.1.2.7） 

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ   ························ （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ  

 ························ （5.3.1.2.9） 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

 ······················· （5.3.1.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ ・＝ＣＭ ０ g   ···························· （5.3.1.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値 

ｅ＝0.75及びｚ＝0.25を（5.3.1.2.7）式又は（5.3.1.2.9）式に代入し，得られ

るＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 
 ······························· （5.3.1.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 
 ···················· （5.3.1.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１   ······································ （5.3.1.2.14） 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
 ························ （5.3.1.2.15） 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  ······································ （5.3.1.2.16） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g
 

 ·································· （5.3.1.2.17） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

 

 

 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ 

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては許容引張応力Ｓ

の1.2倍の方が大きい場合は，こ

の大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
 f f

  ·························· （5.4.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆc f   ······················································ （5.4.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 

































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
ｃ  １φ

gg
g

 f
       

 ······························································ （5.4.1.3） 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 









2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １ f   ········································ （5.4.1.4） 
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ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・
16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

 ·························· （5.4.1.5） 

また，ƒ ｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂ f   ······················································ （5.4.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 


































Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
ｂ ２φ

gg
g

            f
 

 ·························· （5.4.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 









2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｂ ２ f   ······································· （5.4.1.8） 

ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・
16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 ·························· （5.4.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   ······················································ （5.4.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 









Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g
g

  ······················ （5.4.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   ··················································· （5.4.1.12） 
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5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ······················· （5.4.2.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 

・1.5 
2

Ｆ

 

 

 

・1.5 
2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 

 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 

 

 
  

＊ 

＊  
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6. 耐震計算書のフォーマット 

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 
 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番

を「2.」から「1.」とする。 
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【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅰ

 
設

計
基

準
対

象
施

設
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

【
○

○
○

容
器

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計

算
結

果
】

 

1
.
 
設
計
基
準
対

象
施
設

 

1
.
1
 
設
計
条
件

 

機
器
名
称

 
耐
震
重
要

度
分
類

 
据
付
場
所

及
び
床

面
高
さ

 
(
m
) 

固
有
周
期
(
s
)
 

弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静

的
震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 
最
高
使
用

圧
力

 

(
M
P
a)
 

最
高
使
用

温
度

 
(
℃
)
 

周
囲
環
境

温
度

 
(
℃
)
 

比
重

 
水
平
方
向

 
鉛
直
方
向

 
水
平
方
向

 

設
計
震
度

 

鉛
直
方
向

 

設
計
震
度

 

水
平
方
向

 

設
計
震
度

 

鉛
直
方
向

 

設
計
震
度

 

 
 

〇
〇
建
物

 
E
L
 
 

 
 

＊
1  

 
 

Ｃ
Ｈ
＝
 
 

＊
2  

Ｃ
Ｖ
＝
 

＊
2  

Ｃ
Ｈ
＝
 

＊
3  

Ｃ
Ｖ
＝
 

＊
3  

 
 

 

 

   1
.
2
 
機
器
要
目

 

ｍ
０
 

(
k
g
) 

ｍ
ｅ
 

(
k
g
) 

Ｄ
ｉ
 

(
m
m
) 

ｔ
 

(
m
m
) 

Ｅ
 

(
M
P
a)
 

Ｇ
 

(
M
P
a)
 

ｇ
 

(
m
m
) 

Ｈ
 

(
m
m
) 

ｓ
 

ｎ
 

 
 

 
 

＊
1  

＊
1  

 
 

 
 

 

Ｄ
ｃ
 

(
m
m
) 

Ｄ
ｂ
ｏ
 

(
m
m
) 

Ｄ
ｂ
ｉ
 

(
m
m
) 

ｄ
 

(
m
m
) 

Ａ
ｂ
  

(
m
m2
) 

Ｍ
ｓ
(
N
･
m
m)
 

弾
性
設
計

用
地
震

動
 

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 

 
 

 
(M
 
 
) 

 
 

 

 

Ｓ
ｙ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｕ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｙ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｕ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｆ
 
（
基
礎
ボ

ル
ト
）

 

(
M
P
a)
 

＊
1  

＊
1  

＊
1  

＊
2  

＊
2  

 
 

注
記
＊
1
：
最

高
使
用

温
度
で

算
出

 

＊
2
：
周
囲
環

境
温
度

で
算
出

 
 

 
 

注
記
＊
1
：
基

準
床
レ

ベ
ル
を

示
す
。

 
＊
2
：
設
計
用

震
度
Ⅰ

（
弾
性

設
計
用

地
震
動

Ｓ
ｄ
）

又
は
静

的
震
度

の
い
ず

れ
か
大
き
い

方
，
若

し
く
は

こ
れ
を

上
回
る

設
計
震

度
 

＊
3
：
設
計
用

震
度
Ⅰ

（
基
準

地
震
動

Ｓ
ｓ
）

又
は
こ

れ
を
上

回
る
設

計
震
度

 

＊ 
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1
.
3
 
計
算
数
値

 

1
.
3
.1
 
胴
に
生
じ
る

応
力

 
(
1
)
 
一
次
一
般
膜
応

力
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 (
単
位
：
M
P
a
)
 

 
弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静

的
震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

せ
ん
断
応

力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

せ
ん
断
応

力
 

静
水
頭
に

よ
る
応

力
 

σ
φ

１
＝
 

―
 

―
 

σ
φ

１
＝
 

―
 

―
 

鉛
直
方
向

地
震
に

よ
る
引

張
応
力

 
σ

φ
２
＝
 

―
 

―
 

σ
φ

２
＝
 

―
 

―
 

空
質
量
に

よ
る
圧

縮
応
力

 
―
 

σ
ｘ

２
＝
 

―
 

―
 

σ
ｘ

２
＝
 

―
 

鉛
直
方
向

地
震
に

よ
る
軸

方
向
応

力
 

―
 

σ
ｘ

３
＝
 

―
 

―
 

σ
ｘ

３
＝
 

―
 

水
平
方
向

地
震
に

よ
る
応

力
 

―
 

σ
ｘ

４
＝
 

τ
＝
 

―
 

σ
ｘ

４
＝
 

τ
＝
 

応
力
の
和

 
引
張
側

 
σ

φ
＝
 

σ
ｘ
ｔ
＝
 

―
 

σ
φ
＝
 

σ
ｘ
ｔ
＝
 

―
 

圧
縮
側

 
σ

φ
＝
 

σ
ｘ
ｃ
＝
 

―
 

σ
φ
＝
 

σ
ｘ
ｃ
＝
 

―
 

組
合
せ
応

力
 

引
張
り

 
 

σ
０
ｔ
＝
 

 
 

σ
０
ｔ
＝
 

 

圧
 
 
縮
 

 
σ

０
ｃ
＝
 

 
 

σ
０
ｃ
＝
 

 

 (
2
)
 
地
震
動
の
み
に

よ
る
一

次
応
力

と
二
次

応
力
の

和
の
変

動
値

  
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
  

  
  

  
  

  
 (
単

位
：
M
P
a
)
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静

的
震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

せ
ん
断
応

力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

せ
ん
断
応

力
 

 

鉛
直
方
向

地
震
に

よ
る
応

力
 

σ
φ

２
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

―
 

σ
φ

２
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

―
 

 

水
平
方
向

地
震
に

よ
る
応

力
 

―
 

σ
ｘ

４
＝
 

τ
＝
 

―
 

σ
ｘ

４
＝
 

τ
＝
 

 

応
力
の
和

 
引
張
側

 
σ

２
φ
＝
 

σ
２
ｘ
ｔ
＝
 

―
 

σ
２
φ
＝
 

σ
２
ｘ
ｔ
＝
 

―
 

 
 

 
 

圧
縮
側

 
σ

２
φ
＝
 

σ
２
ｘ
ｃ
＝
 

―
 

σ
２
φ
＝
 

σ
２
ｘ
ｃ
＝
 

―
 

 
 

 
 

組
合
せ
応

力
 

（
変
動
値

）
 

引
張
り

 
 

σ
２
ｔ
＝
 

 
 

σ
２
ｔ
＝
 

 
 

 
 

 

圧
 
 
縮
 

 
σ

２
ｃ
＝
 

 
 

σ
２
ｃ
＝
 

 
 

 
 

 

 
1
.
3
.2
 
基
礎
ボ
ル
ト

に
生
じ

る
応
力

 
 
 

 
 
 

  
  

  
  

  
(
単
位

：
M
P
a
)
 

 
弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静
的

震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 

引
張
応
力

 
σ

ｂ
＝
 

σ
ｂ
＝
 

せ
ん
断
応

力
 

τ
ｂ
＝
 

τ
ｂ
＝
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 1
.
4
 
結
論

 
1
.
4
.1
 
固
有
周
期
 

 
 

 (
単
位
：
s
)
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
1
.
4
.2
 
応
力
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 (
単
位
：
M
P
a
)
 

方
向

 
固
有
周
期

 
 

部
材

 
材
料

 
応
力

 
弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静

的
震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 

水
平
方
向

 
Ｔ

Ｈ
＝
 

 
算
出
応
力

 
許
容
応
力

 
算
出
応
力

 
許
容
応
力

 

鉛
直
方
向

 
Ｔ

Ｖ
＝
 

 

胴
板

 

 
一
次
一
般

膜
 

σ
０
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 
σ

０
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 

 
 

 
一
次
＋
二

次
 

σ
２
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 
σ

２
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 

 
 

 
圧
縮
と
曲

げ
の

 

組
合
せ

 

 
 

 
 

 
（
座
屈
の

評
価
）

 
（
無
次
元
）

（
無
次
元
）

 
 

 
基
礎
ボ
ル

ト
 

 
引
張
り

 
σ

ｂ
＝

 
ƒｔ

ｓ
＝
 

 
＊

 
σ

ｂ
＝

 
ƒｔ

ｓ
＝
 

 
＊

 

 
 

 
せ
ん
断

 
τ

b
＝

 
ƒｓ

ｂ
＝
 

 
τ

b
＝

 
ƒｓ

ｂ
＝
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
す
べ

て
許

容
応
力
以

下
で
あ

る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
  

注
記
＊
：

ƒ ｔ
ｓ

＝
M
i
n
[
1
.4
・

ƒ ｔ
ｏ
－
1
.
6
・
τ
ｂ

，
ƒ ｔ

ｏ
]
 

＋
 
 
 
 
 
 
 
≦
1
 

η
･
(
σ

ｘ
２
＋
σ

ｘ
３
)
 
  

η
・
σ

ｘ
４

 

 
 

 
 

ƒｃ
 
 
 
 
 
 
 
 

ƒｂ
 

＋
 
 
 
 
 
 
 
≦
1
 

η
･
(
σ

ｘ
２
＋
σ

ｘ
３
)
 
  

η
・
σ

ｘ
４

 

 
 
 
 

ƒｃ
 
 
 
 
 
 
 
 

ƒｂ
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【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅱ

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

と
し

て
の

評
価

結
果

】
 

【
○

○
○

容
器

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計

算
結

果
】

 

2
.
 
重
大
事
故
等

対
処
設

備
 

2
.
1
 
設
計
条
件

 

機
器
名
称

 
設
備
分
類

 
据
付
場
所

及
び
床

面
高
さ

 

(
m
) 

固
有
周
期
(
s
)
 

弾
性
設
計

用
地
震

動
Ｓ
ｄ

又
は
静

的
震
度

 
基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 
最
高
使
用

圧
力

 

(
M
P
a)
 

最
高
使
用

温
度

 

(
℃
)
 

周
囲
環
境

温
度

 

(
℃
)
 

比
重

 
水
平
方
向

 
鉛
直
方
向

 
水
平
方
向

 
設
計
震
度

 
鉛
直
方
向

 
設
計
震
度

 
水
平
方
向

 
設
計
震
度

 
鉛
直
方
向

 
設
計
震
度

 

 
 

〇
〇
建
物

 

E
L
 
 

 
 

＊
1  

 
 

―
 
 

 
―
 

 
Ｃ

Ｈ
＝
 

＊
2  

Ｃ
Ｖ
＝
 

＊
2  

 
 

 

 

   2
.
2
 
機
器
要
目

 

ｍ
０
 

(
k
g
) 

ｍ
ｅ
 

(
k
g
) 

Ｄ
ｉ
 

(
m
m
) 

ｔ
 

(
m
m
) 

Ｅ
 

(
M
P
a)
 

Ｇ
 

(
M
P
a)
 

ｇ
 

(
m
m
) 

Ｈ
 

(
m
m
) 

ｓ
 

ｎ
 

 
 

 
 

＊
1  

＊
1  

 
 

 
 

 

Ｄ
ｃ
 

(
m
m
) 

Ｄ
ｂ
ｏ
 

(
m
m
) 

Ｄ
ｂ
ｉ
 

(
m
m
) 

ｄ
 

(
m
m
) 

Ａ
ｂ
 

(
m
m2
) 

Ｍ
ｓ
(
N
･
m
m)
 

弾
性
設
計

用
地
震

動
 

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ
ｓ

 

 
 

 
(M

  
) 

 
―
 

 

 

Ｓ
ｙ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｕ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
（
胴
板

）
 

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｙ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｓ
ｕ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト

）

(
M
P
a)
 

Ｆ
 
（
基
礎
ボ

ル
ト
）

 

(
M
P
a)
 

＊
1  

＊
1  

―
 

＊
2  

＊
2  

―
 

 

注
記
＊
1
：
最

高
使
用

温
度
で

算
出

 

＊
2
：
周
囲
環

境
温
度

で
算
出

 
 

注
記
＊
1
：
基

準
床
レ

ベ
ル
を

示
す
。

 

＊
2
：
設
計
用

震
度
Ⅰ

（
基
準

地
震
動

Ｓ
ｓ
）

又
は
こ

れ
を
上

回
る
設

計
震
度
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る管（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）並びに管に取り付く支持構

造物及び弁が十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載し

たものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

管及び管に取り付く支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，管に取り付

く弁の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に

基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示

す。 

管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

弁の機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

解析モデル設定 

解析による固有周期 

地震時における応力 

管，支持構造物の構造強度評価 

地震応答解析 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次応力の

計算に使用するもの） 
― 

Ｃ２，Ｃ２ｂ， 

Ｃ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次＋二次

応力の計算に使用するもの） 
― 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する縦弾性

係数 
MPa 

ｉ１ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33

のいずれか大きい方の値 
― 

ｉ２ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0

のいずれか大きい方の値 
― 

Ｋ２，Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（ピーク応力

の計算に使用するもの） 
― 

Ｍａ 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生

じるモーメント 
N･mm 

Ｍｂ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震を含めた短期

的荷重）により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｂ⚹ 地震による慣性力により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

Ｍｂｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される分岐管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）によ

り生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｂｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される分岐管の地震による慣性力と相対変位により生じるモ

ーメントの全振幅 

N･mm 

Ｍｃ 
耐震性についての計算：地震による相対変位により生じるモ

ーメントの全振幅 
N･mm 

Ｍｉｐ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力

を含む。)により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｉｓ 
耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位に

より生じるモーメントの全振幅 
N･mm 

Ｍｒｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される主管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により

生じるモーメント 

N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｒｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される主管の地震による慣性力と相対変位により生じるモー

メントの全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 
繰返し荷重 iに対し，設計・建設規格 PPB-3534 に従って算

出された許容繰返し回数 
回 

Ｐ 
耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態におけ

る圧力 
MPa 

Ｓ 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 に規定する材料の許容引張応力 
MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1に規定する材料の

設計応力強さ 
MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｔ ねじりによる応力 MPa 

Ｓｔ＋Ｓｂ 曲げとねじりによる応力 MPa 

Ｓｙ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の

設計降伏点 
MPa 

Ｓｕ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に規定する材料の

設計引張強さ 
MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数 ― 

ＵＳｄ Ｓｄ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

ＵＳｓ Ｓｓ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

Ｚ，Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

Ｚｂ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 mm3 

εｅ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析に

より計算したときのひずみであり，次の計算式により計算し

た値 

εｅ＝σ⚹／Ｅ 

σ⚹：弾性解析によるミーゼス相当応力 

― 
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記号 記号の説明 単位 

εｅｐ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力

－ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5 倍の値とした弾

完全塑性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみで

あり，次の計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

― 
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 2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重及び反力 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位＊3 

モーメント kN･m 小数点第 1位 切上げ 整数位＊3 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位＊3 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

機能維持評価用 

加速度 
×9.8m/s2 小数点第 2位 切上げ 小数点第 1位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 1位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊3：必要に応じて小数点第 1位表示とする。  
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3. 評価部位 

 管の耐震評価については，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき一次応力評価，一次

＋二次応力評価及び疲労評価を実施する。 

 管に取り付く支持構造物の耐震評価については，「5.1 構造強度評価方法」に基づき，種類及

び型式に区分して評価を実施する。 

 管に取り付く弁の耐震評価については，「6.1 動的機能維持評価方法」に基づき，動的機能維

持要求弁に対する動的機能維持評価を実施し，計算により求めた機能維持評価用加速度が機能確

認済加速度以下であることを確認する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

管の固有周期の計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の解析

モデルの作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を

考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りで

はない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分

に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮する。 

c. アンカ：6方向の剛性を考慮する。 

d. ガイド：拘束方向及び回転拘束方向の剛性を考慮する。 

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保温材等の付加質量及び管内流

体の質量を考慮するものとする。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 管の構造強度評価は，「4.1 固有周期の計算方法」に基づき作成した解析モデルによる地

震応答解析を行い，得られたモーメント等から「5.4 計算方法」に記載した方法で実施す

る。配管系の動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。評価に当たって

は，以下の荷重を考慮する。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重） 

c. 機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d. 地震荷重（基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度による慣性力及び相対

変位） 

 

(2) 管に取り付く支持構造物の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算

について」に基づき，以下に示す種類及び型式に区分して実施する。 

a. オイルスナッバ 

b. メカニカルスナッバ 

c. ロッドレストレイント 

d. スプリングハンガ 

e. コンスタントハンガ 

f. リジットハンガ 

g. レストレイント 

h. アンカ 

上記の支持構造物のうち，a.～f.については，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計

算について」において，種類及び型式単位に設定した許容荷重に対する応力評価を実施し，

計算応力が許容応力以下であることを確認していることから，荷重確認による評価を実施

し，計算荷重が許容荷重以下であることを確認する。なお，支持構造物は強度計算及び耐

震性についての計算の基本式が同一であることから，強度計算を耐震性についての計算に

含めて実施する。 
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5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

耐震性についての計算において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を表 5－1～表 5－3 に示

す。 

 

表 5－1 荷重の組合せ 

施設分類＊1 設備 管クラス 荷重の組合せ＊2 
許容応

力状態 

設計基準 

対象施設 

原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 
クラス１管 

ⅠＬ＋Ｓｄ 

ⅢＡＳ ⅡＬ＋Ｓｄ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊3 

ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊4 

上記を除く設備 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

火力技術基準適用の管 

ⅠＬ＋Ｓｄ 

ⅢＡＳ ⅡＬ＋Ｓｄ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊3 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

重大事故等 

対処設備 

原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 
重大事故等クラス２管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ 

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ 

原子炉格納容器

バウンダリ 
重大事故等クラス２管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊5，＊6 
ⅤＡＳ 

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ＊7 

上記を除く設備 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

火力技術基準適用の管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅤＬ＋Ｓｓ＊8 ⅤＡＳ 
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注記＊1：設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲は設計基準対象施設及び重大事故等

対処設備の荷重の組合せを考慮する。 

＊2：ⅠＬ，ⅡＬ，ⅣＬ（Ｌ），ⅤＬ，ⅤＬ（Ｌ），ⅤＬ（ＬＬ）はそれぞれ，運転状態Ⅰ，Ⅱ，Ⅳ（Ｌ）， 

Ⅴ，Ⅴ（Ｌ），Ⅴ（ＬＬ）において作用する荷重を示す。なお，（Ｌ）は長期的に荷重が作

用している状態，（ＬＬ）は更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 

＊3：ＥＣＣＳ等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）のみにおいて考慮する。 

＊4：ＥＣＣＳ等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）以外において考慮する。 

＊5：原子炉格納容器バウンダリは，事象の進展によっては，重大事故等時の最大荷重の発生タ

イミングが遅くなる可能性があることから，保守的に重大事故等時の最大荷重とＳｄ地震

力の組合せを考慮する。 

＊6：原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）における荷重条件

を適用する。 

＊7：原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における荷重条件を

適用する。 

＊8：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大

事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しないことから，重大事故等時の最大荷重と 

Ｓｓ地震力の組合せを考慮する。 
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表 5－2 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ＊1 

2.25・Ｓｍ 

ただし，ねじりによる応力

が 0.55・Ｓｍを超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 1.8・Ｓｍとす

る。 

3・Ｓｍ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる応力

振幅について評価

する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる疲労累積

係数と運転状態Ⅰ，Ⅱ

における疲労累積係

数の和が 1.0 以下で

あること。 ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊3 
2・Ｓｍ＊1 

3・Ｓｍ 

ただし，ねじりによる応力

が 0.73・Ｓｍを超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 2.4・Ｓｍとす

る。 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値

（1.5・Ｓｍ）の 0.8 倍の値とする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PVB-3300（同PVB-

3313を除く）又はPPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとし

て評価を実施する。 
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表 5－3 許容応力（「クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管」を除く管で 

耐震重要度分類Ｓクラス及びＳｓ機能維持対象） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Min(Ｓｙ，0.6・Ｓｕ)＊1 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金については，

上記値と 1.2・Ｓとの大

きい方 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金について

は，上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによ

る疲労解析を行い疲労累積係

数が 1.0 以下であること。ただ

し，地震動のみによる一次＋二

次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下

であれば，疲労解析は不要であ

る。＊2 
ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊3 
0.6・Ｓｕ＊1 0.9・Ｓｕ 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値

の 0.8 倍の値とする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PPB-3536(1)，

(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用い

る。 

＊3：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとし

て評価を実施する。 
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5.3 設計用地震力 

設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき策定した設計用

床応答スペクトルを用いる。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の

減衰定数を用いる。なお，設計用床応答スペクトルは配管系の重心レベル上階の設計用床応答

スペクトルを適用する。ただし，設計用床応答スペクトルの運用において合理性が示される場

合には，その方法を採用できるものとする。 

 

5.4 計算方法 

(1) クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管 

a. 一次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ・Ｍｒｐ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・Ｍｉｐ／Ｚｉ 

b. 一次＋二次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ＝Ｃ２ｂ・Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ・Ｍｒｓ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｎ＝Ｃ２・Ｍｉｓ／Ｚｉ 

c. ピーク応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐ＝Ｋ２ｂ・Ｃ２ｂ・Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｋ２ｒ・Ｃ２ｒ・Ｍｒｓ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐ＝Ｋ２・Ｃ２・Ｍｉｓ／Ｚｉ 

d. 繰返しピーク応力強さ 

Ｓℓ＝Ｋｅ・Ｓｐ／2 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

イ. Ｓｎ＜3・Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 
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ロ. Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合 

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3・Ｓｍ)＜［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ⚹＝1＋Ａ０･{Ｓｎ／(3・Ｓｍ)－1／Ｋ} 

ⅱ. Ｓｎ／(3・Ｓｍ)≧［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)・(1－3・Ｓｍ／Ｓｎ) 

 

(ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ⚹⚹＝ａ・Ｓｎ／(3・Ｓｍ)＋Ａ０・(1－1／Ｋ)＋1－ａ 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)・(1－3・Ｓｍ／Ｓｎ) 

ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ， 

 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合，5.4(1)d.ロ.に関わらず，次の計算式により計算した値を用

いてもよい。 

Ｋｅ＝εｅｐ／εｅ 

 

e. 疲労累積係数 

Σ(ｎｉ／Ｎｉ)≦1.0 
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(2) (1)を除く管 

a. 一次応力 

Ｓｐｒｍ＝Ｐ・Ｄ０／(4・ｔ)＋0.75・ｉ１・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ 

b. 一次＋二次応力 

Ｓｎ＝(0.75・ｉ１・Ｍｂ⚹＋ｉ２・Ｍｃ)／Ｚ 

c. ピーク応力 

(1)c.に同じ。 

d. 繰返しピーク応力強さ 

(1)d.に同じ。 

ただし，Ｋｅの計算においては，Ｓｍを 2／3・Ｓｙに読み替えるものとする。 

e. 疲労累積係数 

(1)e.に同じ。 

 

5.5 応力の評価 

5.4 項で求めた応力及び疲労累積係数が 5.2 項に示す許容値以下であることを確認する。 

 

  

174



 

16 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
6)
 R
0 

6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

配管系の地震応答解析から得られた弁の機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較

により，地震時又は地震後の動的機能維持を評価する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能

維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認

する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

管の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 (1) 概要 

本資料及びⅥ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に基づき，管，支持

構造物及び弁の耐震性についての計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

なお，支持構造物は強度計算及び耐震性についての計算の基本式が同一であることか

ら，強度計算を耐震性についての計算に含めて実施している旨を記載する。 

また，評価結果の記載方法は以下とする旨を記載する。 

 

a. 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結

果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果につ

いても記載する。 

b. 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

価結果を代表として記載する。 

c. 弁 

評価結果を記載する対象弁は，工認主要弁かつ動的機能維持要求弁とし，機能確認済

加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，弁型式別に評価結果を記載する。 
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(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。概略系統図の記号凡例を下表に

示す。 

 

記号 内容 

   （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管（重大事故等対処設

備） 

   （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管（設計基準対象施設） 

   （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

   （破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系統の管であ

って系統の概略を示すために表記する管 

 鳥瞰図番号（代表モデル） 

 鳥瞰図番号（代表モデル以外） 

 アンカ 
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b. 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

なお，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲を含む解析モデルについては，

設計基準対象施設に該当する範囲を示した鳥瞰図と重大事故等対処設備に該当する範囲を示

した鳥瞰図に分けて添付する。鳥瞰図の記号凡例を下表に示す。 

 

記号 内容 

   （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設計基準対象施

設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。） 

   （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

   （破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系統の管であ

って解析モデルの概略を示すために表記する管 

 質点 

 アンカ 

 レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示す。スナッ

バについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

 リジットハンガ 

 拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，   内に変位量を記載す

る。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による変位量のみを記載する。） 

 

 

(3) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－1～耐－7に示す。 

 

(4) 解析結果及び評価 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－8～耐－13に示す。 
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・FORMAT 耐－1： 

荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設 

名称 

設備 

名称 

系統 

名称 

施設 

分類＊1 

設備 

分類＊2 

機器等 

の区分 

耐震 

重要度 

分類 

荷重の 

組合せ＊3，＊4 

許容応力 

状態＊5 

         

         

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防

止設備（設計基準拡張），「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に

長期的に荷重が作用している状態を示す。 

＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして

評価を実施する。 

 

・FORMAT 耐－2： 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 

管 

番 

号 

対応する 

評価点 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度 

分類 

縦弾性 

係数 

(MPa) 

         

         

 

・FORMAT 耐－3： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

注：配管の付加質量は，保温等の配管に付加される質量を示す。 
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・FORMAT 耐－4： 

弁部の寸法 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 耐－5： 

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm)＊ 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)＊ 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

       

**    ** 
      

      

注：支持点番号における**印は斜め拘束を示す。また，下段は方向余弦を示す。 

注記＊：拘束のない方向については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 耐－6： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 耐－7： 

設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトルを下表に示す。 

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき策

定したものを用いる。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を

用いる。 

 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％) 
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・FORMAT 耐－8： 

 固有周期及び設計震度 

鳥瞰図番号 

適用する地震動等 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

及び静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊1 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次        

2 次        

･･･        

8 次        

n 次        

動的震度＊4       

静的震度＊5    ― ― ― 

注：本表はＳクラスの場合を示す。なお，Ｓｓ機能維持評価の場合は，「弾性設計用地震動Ｓｄ及び

静的震度」欄及び「静的震度」欄を削除したものを使用する。 

注記＊1：固有周期が 0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上 0.050ｓ未満のモードに対しては，

最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が 0.050s 未満で

ある場合は，１次モードのみを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペ

クトルより得られる震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトル

より得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基

準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊5：3.6・ＣＩ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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・FORMAT 耐－9： 

各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

2 次     

3 次     

・・・     

8 次     

n 次     

注：3 次モードまでを代表として，各質点の変位の相対量･方向を示した振動モード図を添付する。 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出した

値を示す。 

 

・FORMAT 耐－10－1： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス１管（又は重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力 

状態 

最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅢＡＳ 

一次 

応力 

膜＋曲げ(2.25・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 2.25・Ｓｍ ― 

ねじり(0.55・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.55・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ(1.8・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊2 1.8・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｄ＊3 

疲労累積係数    ― ― Ｕ＋ＵＳｄ 

ⅣＡＳ 

(ⅤＡＳ)＊1 

一次 

応力 

膜＋曲げ(3・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 3・Ｓｍ ― 

ねじり(0.73・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.73・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ(2.4・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊2 2.4・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｓ＊3 

疲労累積係数    ― ― Ｕ＋ＵＳｓ 

注記＊1：重大事故等クラス２管であってクラス１管の場合は，許容応力状態ⅣＡＳと許容応力状態

ⅤＡＳを包絡した結果を記載する。 

＊2：ねじり応力が許容応力以下の場合は，「―」と記載する。 

＊3：一次＋二次応力が 3・Ｓｍ以下の場合は，「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－10－2： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス２以下の管（又は重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管） 

許容応力 

状態 
最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅢＡＳ 
一次応力(Ｓｙ＊2)   Ｓｐｒｍ Ｓｙ＊2 ― 

一次＋二次応力(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｄ＊3 

ⅣＡＳ 

(ⅤＡＳ)＊1 

一次応力(0.9・Ｓｕ)   Ｓｐｒｍ 0.9・Ｓｕ ― 

一次＋二次応力(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｓ＊3 

注：本表はＳクラスの場合を示す。ＳＳ機能維持評価の場合は，「許容応力状態ⅢＡＳ」欄を削除し

たものを使用する。 

注記＊1：重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管の場合は，許容応力状態ⅣＡＳと許容応

力状態ⅤＡＳを包絡した結果を記載する。 

＊2：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと 1.2・Ｓのうち大

きい方とする。 

＊3：一次＋二次応力が 2・Ｓｙ以下の場合は，「―」と記載する。 

 

・FORMAT 耐－10－3： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

許容応力 

状態 
最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅤＡＳ 
一次応力(0.9・Ｓｕ)   Ｓｐｒｍ 0.9・Ｓｕ ― 

一次＋二次応力(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｓ＊ 

注：許容応力状態ⅣＡＳの評価が許容応力状態ⅤＡＳの評価に包絡されるため，許容応力状態ⅣＡＳ

の評価記載を省略する。 

注記＊：一次＋二次応力が 2・Ｓｙ以下の場合は，「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－11： 

支持構造物評価結果 

 下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材質 
温度 

(℃) 

評価結果 

計算荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

 メカニカルスナッバ  

Ⅵ-2-1-12「配管及び支

持構造物の耐震計算に

ついて」参照 

  

 オイルスナッバ    

 ロッドレストレイント    

 スプリングハンガ    

 コンスタントハンガ    

 リジットハンガ    

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

 レストレイント             

 アンカ             

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

  評価結果のうち，裕度が最小の結果を記載する。 
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・FORMAT 耐－12： 

弁の動的機能維持の評価結果 

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動

作機能確認済加速度以下かつ計算応力が許容応力以下である。 

 

弁 

番号 
形式 

要求 

機能＊1 

機能維持評価用

加速度 

(×9.8m/s2) 

機能確認済 

加速度 

(×9.8m/s2) 

動作機能確認済 

加速度＊2 

(×9.8m/s2) 

構造強度評価結果＊2 

(MPa) 

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 
評価

部位 

応力

分類 

計算

応力 

許容

応力 

             

             

             

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

  構造強度評価については裕度が最小となる部位の評価結果を記載する。 

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持

評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計算応力が許容応力以下であることを確

認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－13－1： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

クラス１管（又は重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅣＡＳ（及びⅤＡＳ）＊ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

疲労 

累積 

係数 

代 

表 

               

               

注：本表は許容応力状態ⅣＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅢＡＳについても同様の表を作成する。 

注記＊：重大事故等クラス２管であってクラス１管の場合は，許容応力状態ⅣＡＳと許容応力状態

ⅤＡＳを包絡した結果を記載する。 

 

・FORMAT 耐－13－2： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

クラス２以下の管（又は重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管） 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅣＡＳ（及びⅤＡＳ）＊1 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕

度 

疲労 

累積 

係数 

代表＊2 

             

             

注：本表は許容応力状態ⅣＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅢＡＳについても同様の表を作成する。 

注記＊1：重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管の場合は，許容応力状態ⅣＡＳと許容

応力状態ⅤＡＳを包絡した結果を記載する。 

＊2：計算応力が許容応力を超過するモデルがある場合は，疲労累積係数が最大のものを代表

とする。
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・FORMAT 耐－13－3： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

重大事故等クラス２管 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅤＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 

疲労 

累積 

係数 

代表＊ 

             

             

注：許容応力状態ⅣＡＳの評価が許容応力状態ⅤＡＳの評価に包絡されるため，許容応力状態ⅣＡＳ

の評価記載を省略する。 

注記＊：計算応力が許容応力を超過するモデルがある場合は，疲労累積係数が最大のものを代表と

する。 
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添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る計装ラック（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性

を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計装ラックにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方

法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計装ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」

で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計装ラックの機能維持評価は，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価

用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計装ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計装ラックの耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

計装ラックの構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し左右方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し前後方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g  重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 計装ラックの質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）

（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）

（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)， 

σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

＊  
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3. 評価部位 

計装ラックの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくな

る基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

計装ラックの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，振動試

験により固有周期が求められていない計装ラックについては，構造が同等な計装ラックに対する

振動試験より算定された固有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計装ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計装ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎と固定されており，固定端とする。 

(5) 床面据付の計装ラックの転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短辺

方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）

を記載する。壁掛形の計装ラック＊については，図 5－2概要図（壁掛形）における正面方向

及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 計装ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重

心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊：壁掛形の計装ラックの転倒方向は，計装ラックを正面より見て左右に転倒する場合を

「正面方向転倒」，前方に転倒する場合を「側面方向転倒」という。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

 

 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の計装ラックの設計

用地震力については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

チャンネルベース 

 
 

取付ボルト 

正面 側面 

基礎 

計装ラック 

基礎ボルト 

壁 

取付ボルト 

壁 

チャンネルベース 

計装ラック 基礎ボルト 

上面                       側面 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。計算モデルは，取付ボルトの場合を示す。 

 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

 

転倒方向 

ｈ
2 

引張りを受ける 

ボルト列 

（12≦22） 

転倒支点となる 

ボルト列 
22 12 

ｍ2･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点 

22 12 

ｍ2･ＣＨ･g 

チャンネルベース 

転倒方向 

ｈ
2 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

引張りを受ける 
ボルト列 

（12≦22） 

転倒支点となる 

ボルト列 
22 12 22 12 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 
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図5－3(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

図5－3(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

 

転倒方向 

ｈ
2 

引張りを受ける 

ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

22 12 

22 12 

取付ボルト 

転倒方向 

ｈ
2 

引張りを受ける 

ボルト列 

（12≦22） 

転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点 

22 12 

22 12 

チャンネルベース 

チャンネルベース 

転倒支点となる 

ボルト列 

（12≦22） 

取付ボルト 
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引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

32 ｈ2 

転倒方向 

転倒方向 

ｍ2・ ＣＨ・g 

図 5－4(1) 計算モデル（壁掛形 正面方向転倒の場合） 

ｍ2・ＣＨ・g 

ｍ2・(1＋ＣＶ)・g 

 2
2 

 1
2 

32 
転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

 

転倒支点 

ｈ
2 

 

 1
2 

 2
2 

ｍ2・(1＋ＣＶ)・g 

壁 

転倒支点 

チャンネルベース 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 

壁 

図 5－4(2) 計算モデル（壁掛形 側面方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3及び図5－4で最外列のボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算

する。 

引張力 

計算モデル図5－3(1)及び図5－3(3)の場合の引張力 

Ｆｂｉ＝                         

････････････････ (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3(2)及び図5－3(4)の場合の引張力 

Ｆｂｉ＝                    

     ････････････････ (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(1)及び図5－4(2)の場合の引張力 

   

Ｆｂ１ｉ＝                       

････････････････ (5.3.1.1.3) 

  

Ｆｂ２ｉ＝                       

････････････････ (5.3.1.1.4) 

 

Ｆｂｉ  ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･････････････････････････････ (5.3.1.1.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝     ･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.6) 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄｉ２ ･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

Ｆｂｉ 

Ａｂｉ 

ｎｆＨｉ・３ｉ 

ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g ＋ ｍｉ・ＣＨ・１ｉ・g 

 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g 

 ｎｆＶｉ・２ｉ 
＋ 

ｎｆＶｉ・２ｉ 

 

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・（1－ＣＶ）・１ ｉ  

ｎｆｉ・（ １ ｉ＋ ２ ｉ）  

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・（1－ＣＶ）・２ｉ 

ｎｆｉ・（１ ｉ＋ ２ ｉ） 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

a. 直立形の場合 

 Ｑｂｉ ＝ｍｉ・g・ＣＨ  ·······························  (5.3.1.1.8) 

b. 壁掛形の場合 

 Ｑｂ１ｉ ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ······························  (5.3.1.1.9) 

 Ｑｂ２ｉ ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g  ························  (5.3.1.1.10) 

 Ｑｂｉ  ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ················  (5.3.1.1.11) 

せん断応力 

τｂｉ＝         ································  (5.3.1.1.12) 

 

 

 

√ 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下で

あること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] ･････････････････････ (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 Ｆｉ 

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

 Ｆｉ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

＊  

＊  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る計器スタンション（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な

耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計器スタンションにあっては，個別耐震計算書にその耐震

計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計器スタンションの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有

周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計器スタンションの

機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づ

き，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計器スタンションの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計器スタンションの耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

計器スタンションの構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1) に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂ１ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

Ｆｂ２ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 取付面から重心までの距離 mm 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

１ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

３ 重心と下側ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ａ 側面（左右）ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｂ 上下ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｍ 計器スタンションの質量 kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（側面方向）（壁掛形） 

― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（正面方向）（壁掛形） 

― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 

＊  
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

計器スタンションの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，

振動試験により固有周期が求められていない計器スタンションについては，構造が同等な計器ス

タンションに対する振動試験より算定された固有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで床面及び壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向＊は，図 5－1概要図（直立形）における正面方向及び側面方向並びに図 5－2概

要図（壁掛形）における正面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳し

い方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊：計器スタンションの転倒方向は，計器スタンションを正面より見て左右に転倒する場

合を「正面方向転倒」，前方又は後方に転倒する場合を「側面方向転倒」という。
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 
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5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の計器スタンション

の設計用地震力については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（直立形 正面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

（直立形 正面方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

引張りを受ける 

ボルト列 

（１≦２） 
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１ ２ 
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ｈ
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転倒方向 
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（１≦２） 
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図5－4(1) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

図5－4(2) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合） 
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図5－4(3) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－3 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

(２＋１)／(２－１)≧ＣＶの場合） 

 

 

図5－4(4) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－4 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

(２＋１)／(２－１)＜ＣＶの場合） 
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図5－5(1) 計算モデル 

（壁掛形 正面方向転倒の場合） 

 

 

 

図5－5(2) 計算モデル 

（壁掛形 側面方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3，図5－4及び図5－5で最

外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものと

して計算する。 

 

引張力 

計算モデル図5－3(1)及び5－4(1)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・1 

ｎf・(1＋2)
  ·········· (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3(2)及び5－4(2)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・2 

ｎf・(1＋2)
  ·········· (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(3)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 ＋ｍ・g ・(１＋ＣＶ)・1 

ｎf・(2－1)
  ·········· (5.3.1.1.3) 

計算モデル図5－4(4)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・2 

ｎf・(2－1)
  ·········· (5.3.1.1.4) 

計算モデル図5－5(1)の場合の引張力 

     Ｆｂ１＝ｍ・g・






ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・a
 ＋

(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・b
  ··············· (5.3.1.1.5) 

計算モデル図5－5(2)の場合の引張力 

     Ｆｂ２＝ｍ・g・






ＣＨ・3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・b
  ················ (5.3.1.1.6) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２） ································ (5.3.1.1.7) 

引張応力 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
  ·············································· (5.3.1.1.8) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  ·········································· (5.3.1.1.9) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a. 直立形の場合 

 Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.3.1.1.10) 

b. 壁掛形の場合 

 Ｑｂ１＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.3.1.1.11) 

 Ｑｂ２＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ） ··························· (5.3.1.1.12) 

 Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2  ························· (5.3.1.1.13) 
 

せん断応力 

 τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
  ········································ (5.3.1.1.14) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] ·················· (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

＊  

＊  

226



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-
14
(8
) 
R0
 

14 

6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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。
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る盤（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有して

いることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない盤にあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含め

て記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

盤の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並

びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算

出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，盤の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-

9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速

度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

盤の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 盤の耐震評価フロー 

  

器具の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

盤の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 
N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 
N 

 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（側面方向）

（壁掛形）＊1 
― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（正面方向）

（壁掛形）＊1 
― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

  

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，

３ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ

(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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3. 評価部位 

盤の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎

ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

盤の固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，振動試験により

固有周期が求められていない盤については，構造が同等な盤に対する振動試験より算定された固

有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 盤は取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 床面据付の盤の転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短辺方向に

ついて検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記

載する。壁掛形の盤＊については，図 5－2概要図（壁掛形）における正面方向及び側面方

向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を

設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊：壁掛形の盤の転倒方向は，盤を正面より見て左右に転倒する場合を「正面方向転

倒」，前方に転倒する場合を「側面方向転倒」という。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 
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5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の盤の設計用地震力

については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。計算モデルは，取付ボルトの場合を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２）  

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(１－ＣＶ)･g 

転倒方向 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点 
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図5－3(2) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

ｈ
２

 

Ａ Ａ 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

取付ボルト 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 

転倒方向 

（１２≦２２） 
２２ １２ 

チャンネルベース 転倒支点 
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図5－3(3) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

引張りを受ける 

ボルト列 

ｍ２･(１－ＣＶ)･g 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ２･ＣＨ･g 

Ａ Ａ 

取付ボルト 
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図5－3(4) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 

転倒方向 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

取付ボルト 

転倒支点 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
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図5－4(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 
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ｍ２･ＣＨ･g 
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図5－4(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

転倒支点 

Ａ Ａ 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

取付ボルト 

転倒方向 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 
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図5－4(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 
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図5－4(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

引張りを受ける 

ボルト列 転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） チャンネルベース 
転倒支点 

取付ボルト 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
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引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

３２ ｈ２ 

転倒方向 

転倒方向 

図 5－5(1) 計算モデル（壁掛形 正面方向転倒の場合） 

ｍ２・ＣＨ・g 

ｍ２・(1＋ＣＶ)・g 

３２ 

 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

 

転倒支点 
 

ｈ
２
 

チャンネルベース 

図 5－5(2) 計算モデル（壁掛形 側面方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3，図5－4及び図5－5で最外列のボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

計算モデル図5－3(1)，5－3(3)，5－4(1)及び5－4(3)の場合の引張力 

 

Ｆｂｉ＝                        ······ (5.3.1.1.1) 

 

計算モデル図5－3(2)，5－3(4)，5－4(2)及び5－4(4)の場合の引張力 

 

Ｆｂｉ＝                        ······ (5.3.1.1.2) 

 

計算モデル図5－5(1)及び5－5(2)の場合の引張力 

   

Ｆｂ１ｉ＝                       ······ (5.3.1.1.3) 

  

 

Ｆｂ２ｉ＝                         ····· (5.3.1.1.4) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ）  ····························· (5.3.1.1.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
  ··············································· (5.3.1.1.6) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄｉ2  ············································ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

   

 

  

＋ 
ｎｆＨｉ・３ｉ 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g 

 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g－ｍｉ・（1－ＣＶ）・１ｉ・g 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g－ｍｉ・（1－ＣＶ）・２ｉ・g 

 

 

ｎｆＶｉ・２ｉ 

ｎｆｉ・（１ｉ＋２ｉ） 

ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g＋ｍｉ・ＣＨ・ １ｉ・g 

 

ｎｆｉ・（１ｉ＋２ｉ） 

ｎｆＶｉ・２ｉ 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a. ベンチ形，直立形の場合 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ·································· (5.3.1.1.8) 

b. 壁掛形の場合 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ································· (5.3.1.1.9) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g  ··························· (5.3.1.1.10) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ···················· (5.3.1.1.11) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝       ········································ (5.3.1.1.12) 

 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

√ 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下で

あること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ·············· (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 Ｆi 

2
・1.5  

 Ｆi
  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

 Ｆi

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

 

＊
 

＊
 

255



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
9)
 R
0 

19 

6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形盤の耐震計算書のフォーマット 

直立形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形盤の耐震計算書のフォーマット 

壁掛形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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（
ｉ
＝
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取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
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注
記
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，

下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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1
.3
 
計
算
数
値
 

1
.3
.
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ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力
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位
：
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部
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Ｆ
ｂ
ｉ
 

Ｑ
ｂ
ｉ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
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震
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震
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Ｓ
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性
設
計
用
地
震
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基
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＝
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ｉ
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1
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論

 

1
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ボ
ル
ト
の
応
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単
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部
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材
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応
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弾
性
設
計
用
地
震
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Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
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Ｓ
ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
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ボ
ル
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（
ｉ
＝
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張
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σ
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１
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ƒ
ｔ
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１
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せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝

 
ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 
τ

ｂ
１
＝

 
ƒ
ｓ
ｂ

１
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引
張
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σ
ｂ

２
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２
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＊

 
σ

ｂ
２
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ƒ
ｔ
ｓ

２
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せ
ん
断
 

τ
ｂ

２
＝
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 
τ

ｂ
２
＝
 

ƒ
ｓ
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２
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す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
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注
記
＊
：
ƒ
ｔ
ｓ
ｉ
＝

Mi
n[
1
.4
・
ƒ
ｔ
ｏ
ｉ
－

1.
6・

τ
ｂ
ｉ
，
ƒ
ｔ
ｏ
ｉ
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1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

  
 

(×
9.
8
m/
s
2
) 

 
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度

＊
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

注
記
＊
：
設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
定
ま
る
加
速
度
又
は
こ
れ
を
上
回
る
加
速
度
と
す
る
。

 

機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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 【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅱ

 
直

立
形

盤
の

重
大

事
故

等
対

処
設

備
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

2
. 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

2
.1
 
設
計
条
件
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有
周
期
(s
) 

 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

(℃
) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
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方
向
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計
震
度
 

鉛
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方
向
 

設
計
震
度
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方
向
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計
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度
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向
 

設
計
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○
建
物
 

E
L 
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―
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Ｃ
Ｈ
＝
 

＊
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Ｃ
Ｖ
＝

 
＊
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注
記
＊
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基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
又
は
こ
れ
を
上
回
る
設
計
震
度
 

2
.2
 
機
器
要
目
 

部
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ｉ

 

(
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(
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ｉ
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Ｆ
ｉ
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又
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Ｓ
ｓ
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（
ｉ
＝
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―
 

 
―

 
 

 
 

 

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
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―
 

 
―

 
 

 
 

 

  

＊ 

注
記
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，

下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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る
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又
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応
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算
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2
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気
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機
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の
評
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＊
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認
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注
記
＊
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設
計
用
震
度
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
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に
よ
り
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ま
る
加
速
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又
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こ
れ
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上
回
る
加
速
度
と
す
る
。

 

機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
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す
べ
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機
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確
認
済
加
速
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。
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ォ
ー

マ
ッ
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Ⅲ

 
壁

掛
形

盤
の

設
計

基
準

対
象

施
設

と
し

て
の

評
価

結
果

】
 

【
○

○
盤

（
〇

〇
〇

〇
）

の
耐

震
性

に
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い
て

の
計

算
結

果
】
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設
計
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1
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設
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条
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機
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名
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＝
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＊
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＝
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注
記
＊
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床
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ベ
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す
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＊
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計
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震
度
Ⅰ
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弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
又
は
静
的
震
度
の
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ず
れ
か
大
き
い
方
，
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こ
れ
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上
回
る
設
計
震
度

 

＊
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Ⅰ
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震
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注
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各
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目
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上
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倒
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す
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評
価
時
の
要
目
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し
，
下
段
は
側
面
方
向
転
倒
に
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す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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の
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結
果

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 

  
(×

9.
8
m/
s
2
) 

 
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度

＊
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

注
記
＊
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設
計
用
震
度
Ⅰ
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地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
定
ま
る
加
速
度
又
は
こ
れ
を
上
回
る
加
速
度
と
す
る
。

 

機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
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す
べ
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機
能
確
認
済
加
速
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下
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あ
る
。
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の

重
大

事
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等
対

処
設

備
と

し
て
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果
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大
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設
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計
条
件
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名
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備
分
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床
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固
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